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はじめに 
 
わが国では、昭和４０年代の高度成長期以降に集中的に整備されたインフラの老朽化が進

行しており、今後２０年で老朽化は加速度的に進行していきます。 
このため、国は日本再興戦略の閣議決定（平成25 年 6 月14 日）を受けて、平成25 年11

月29 日に「インフラ長寿命化基本計画」を策定し、国としての基本方針を示すとともに、

基本方針に基づき各省庁及び各地方公共団体に対しては「公共施設等総合管理計画（行動計

画）」及び「個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）」の策定を要請（平成26 年4 月22
日付け総務大臣通知）しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛知県では、平成27 年3 月に「愛知県公共施設等総合管理計画（以下「総合管理計画」

という。）」を策定し、次のステップとして１６施設類型ごとに「長寿命化計画（個別施設計

画）」を策定することとしました。 
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 「県立学校施設長寿命化計画」策定の背景、目的  
 

本県の県立学校施設についても全国のインフラと同様に、老朽化が進行していることに加

え、昭和４０年代から５０年代の生徒急増期に建設された建物の割合が高く、今後一斉に改

修、更新の時期を迎えることから多額の整備費用が必要となってきます。 
 

教育委員会では、これまでの維持保全の方針を見直し、さらに建物の長寿命化を図ること

で財政面においては更新費用を含めたライフサイクルコスト※1の削減や事業費の平準化を

図りつつ、教育環境の維持、向上を図るため、「県立学校施設長寿命化計画」（以下「長寿命

化計画」という。）を策定し、この計画に沿って中長期的に老朽化対策に取り組んでいきま

す。 

なお、総合管理計画において、長寿命化計画（個別施設計画）の策定期限の目途は、平成

３２年度となっていますが、喫緊の課題に速やかに対応するため、長寿命化計画については

３０年度までの策定を目指し、３１年度から計画に沿って老朽化対策を実行していきたいと

考えています。 

 

平成２８年度は、外部有識者や保護者、教職員の代表者等で構成する「県立学校施設長寿

命化計画基本方針検討委員会」を開催し、幅広い関係者からの意見も参考として基本方針を

作成しました。 

この基本方針は、この先数十年を見据えた長期の整備方針であり、今後はこの方針に沿っ

て改修等の整備水準、実施時期及びコスト見通し等の内容を整理し、具体的な実施計画とし

ての長寿命化計画を策定してまいります。 

 
 

 
※最初の実施計画の計画期間は、総合管理計画の考え方に沿って平成４１年度までとしています。 

 

                                                   
※1 建物の計画、設計、施工から、その建物の維持管理、最終的な解体、廃棄までに要する費用の総

額（生涯費用）です。 

　「基本方針」の位置付けと「長寿命化計画」について

 基本方針

 長寿命化計画

この先、数十年を見据えた整備方針

平成41年度までの
実施計画 次期実施計画 次期実施計画
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 Ⅰ 県立学校施設の現状と課題   
 
１ 県立学校建物の面積等（平成27年4月1日現在） 

学校種別 学校数 建物棟数 建物面積 
県 立 学 校 177校 3,222棟 2,076,117㎡

 高 等 学 校 149校 2,828棟 1,865,564㎡

 特別支援学校 28校 394棟 210,553㎡
   
○ 再調達価額※2は、愛知県開始貸借対照表作成時点（平成２５年４月１日）において、

建物だけでも3,550億円以上となっています。 

○ 建築後３０年以上経過の建物が全体の約８５％、中でも昭和４０年代から５０年代の

生徒急増期に建設した建物は全体の７割以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
※2 当該建物を建替える場合の建築費を建築された時点の費用をもとに算定した額です。 

参考資料 １ 

県立学校建物の建築年代別の保有面積

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

昭和20年代

以前

昭和30年代 昭和40年代 昭和50年代 昭和60～

平成６年

平成７～16年 平成17年以降

特別支援学校

高等学校

万㎡ 昭和40年代～50年代の建物
全体の71.2％

築30年以上（S59年度以前）の建物
全体の84.9％



- 4 - 
 

 

２ これまでの維持保全の方針 

○ 県立学校の建物における「これまでの維持保全の方針」は、６０年を使用年数の目安

とし、折り返し点となる築３０年経過を目途に大規模改造工事※3を実施しています。 

 ○ 平成１５年度以降は、耐震対策を最優先することとし、耐震補強工事に併せて屋上防

水や外壁改修などの改修工事を行っています。 

 

３ 耐震対策 

○ 県立学校については、建築基準法における新耐震設計基準の適用前の昭和５６年以前

に建築された建物を対象に平成１３年度までに耐震診断を実施し、その結果、倒壊又は

崩壊する危険性が高いＣランクの建物は、平成１８年度までに耐震化を完了しました。 

○ 平成１９年度以降は、Ｂランクの建物の耐震化に取り組み、工事施工上の都合により

完了が平成２９年度となる１棟を除き、平成２８年度までに耐震化を完了しました。 

○ 東日本大震災により、学校現場において多くの体育館等で天井が落下したことから、

特に避難場所となりうる体育館の吊り天井についても、平成２８年度までに耐震対策を

完了しました。 

【耐震性能】 

建築時期 診断結果 Is値※4 耐震性能 

昭和５６年以前

Ａランク 0.7以上 倒壊、又は崩壊する危険性が低い 

Ｂランク 0.3以上0.7未満 倒壊、又は崩壊する危険性がある 

Ｃランク 0.3未満 倒壊、又は崩壊する危険性が高い 

昭和５７年以降 新耐震基準 

 

  

                                                   
※3 築30年を目途に実施している老朽化対策のための改修であり、屋上防水、外壁改修のほか、床、

壁などの内装について改修を行うもので、建替え費用の５分の１程度で実施しています。 
※4 構造耐震指標のことをいい、地震力に対する建物の強度、靱性（じんせい：変形能力、粘り強さ）

を考慮し、建築物の階ごとに算出します。「建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進

法）」（平成18年度国土交通省告示）により、震度6～7程度の規模の地震に対するIs値の評価

が定められています。なお、学校建物については、地震時の児童生徒の安全性、被災直後の避難場

所としての機能性を考慮した文部科学省の基準に沿って、国土交通省の基準（Ａランク0.6以上、

Ｂランク0.3以上0.6未満）よりも対策の基準を高くして耐震化を図ってきました。 
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４ 現状の建物のグループ分け 

これまでの取組により、現状の建物は以下の①から⑥の６つのグループに分けることが

できます。 

 

【グループ別の状況及び棟数】 

① 既に築60年を経過した建物 

② 築30年以上経過した旧耐震基準の建物で、大規模改造工事を実施済み 

③ 築30年以上経過した耐震対策が不要の建物で、大規模改造工事を未実施 

④ 築30年以上経過した新耐震基準の建物で、大規模改造工事を未実施の建物 

⑤ 今後、築30年を迎える建物で、今後、大規模改造工事を行う予定の建物 

⑥ 200㎡未満の小規模建物で、耐震対策や大規模改造工事の対象外とした建物 

 

平成27年4月1日現在 

学校種 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 計 

高 等 学 校 11 698 81 105 234 1,699 2,828棟

特別支援学校 83 42 39 64 166 394棟

計 11 781 123 144 298 1,865 3,222棟

（割合％） (0.3) (24.2) (3.8) (4.5) (9.3) (57.9) (100.0)
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５ 社会的ニーズの変化 

○ 現在の施設は、社会が求める学習内容、学習形態に応じた学習環境や、現代の生活様

式など、近年のニーズに対応した整備が求められています。 

○ 具体的には、多様な学習ニーズに対応する「ＩＣＴ※5教育環境の整備やアクティブ・

ラーニング※6の授業におけるプレゼンテーションルーム※7の設置」、障害のある児童生

徒に対応する「エレベーターの設置やバリアフリー化」、また、生活様式の変化に対応

する「トイレの洋式化や冷房設備」などの整備が求められています。 

 

６ 課題 

○ 建物の再調達価額は約3,550億円と算定されており、中長期的に老朽化対策に取り組

む必要があります。 

○ 高等学校における生徒数は、ピーク時（入学者数のピークは昭和63年度）と比較して

減少しており、それに伴い多くの学校で余裕教室※8が生じています。 

また、生徒数は今後も減少する見込みとなっており、将来を見据えた施設規模の適正

化の検討が必要となっています。 

○ 昭和４０年代から５０年代に建設した建物が全体の７割以上を占めており、今後一斉

に築６０年を迎え、平成３０年代の後半から多額の更新費用を要するため、従来の保全

方針の見直しが必要になります。 

○ 現状でも既に築６０年以上経過している建物や、築３０年以上経過した建物のうち大

規模な改修が実施されていない建物が生じています。 

○ 現在の施設は、社会が求める学習内容、学習形態に応じた学習環境や現代の生活様式

など、近年のニーズに対応した整備が課題となっています。 

○ 耐震対策については、建物（構造体）及び非構造部材のうち特に危険性の高い体育館

の吊り天井について平成２８年度末までに完了しましたが、体育館吊り天井以外の非構

造部材の耐震対策にも取り組んでいく必要があります。 

                                                   
※5 情報通信技術（無線ＬＡＮ、タブレット端末など） 
※6 教員が一方的に生徒に知識伝達をする講義スタイルではなく、課題研究やディスカッション、プ

レゼンテーションなど、生徒による能動的な学習への参加を取り入れた授業形態で、課題の発見

と解決に向けて、主体的・対話的で深く学ぶ学習を指します。 
※7 １学年（約240人）が収容でき、スクリーン、プロジェクタ、スピーカー等の音響施設、可動式

のテーブル付きの椅子が配備された部屋で、概ね普通教室の３教室分（廊下部分を含む）相当の

スペースです。 
※8 学級単位で使用している普通教室及び特別教室以外の保有教室で、現在、この教室は少人数指導

授業（１クラスを複数のグループに分けて指導）などに活用しています。 
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 Ⅱ 長寿命化計画の策定における視点   
 

県立学校施設の現状と課題を踏まえて、以下の５つを視点として長寿命化計画を策定して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安心安全の確保 
 

体育館吊り天井以外の非構造部材の耐震対策や防犯対策、学習環境の整備を推進す

るとともに、生徒や近隣住民を含めた安心安全の確保の観点から、老朽化に起因する

事故防止を図ります。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業費の平準化 

（バランスコントロール） 
 

施設の総量（Ｃ）とそれに投じるコスト（Ｄ）のバランスを考慮して事業費を

削減しつつ平準化を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ

施設総量の適正化 

（ボリュームコントロール） 
 

 学校の建設当時からの生徒

数の減少や将来推計を踏まえ

て施設総量の適正化を図りま

す。 

Ｃ 

コスト削減 

（コストコントロール） 
 

施設の改修、更新等に要するコ

ストの削減を図るとともに、建物

をこれまで以上に長期間使用す

ることでライフサイクルコスト

の削減を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｄ 

質的改善 
  

建物の長寿命化に伴い将

来的に必要となる機能への

対応など、質的改善を図りま

す。 

Ｅ 

Ａ
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 Ⅲ 計画期間  
  

○ 平成３０年度までの策定を目指す長寿命化計画の計画期間は、総合管理計画の考え方

に沿って、「平成３１年度から４１年度まで」とします。 

  

 

 【総合管理計画における取組スケジュール】（総合管理計画より関係部分を抜粋） 

平成27年3月の策定から１５年間の取組 

第一期（H27.4.1～H32.3.31） 第二期（H32.4.1～H37.3.31） 第三期（H37.4.1～H42.3.31）

 

 

  

 

 

【基本方針の位置付け】 

  基本方針は長寿命化計画の策定において道しるべとなるものであり、この方針に定めた

建物の目標使用年数や改修周期などの基本的な事項や方向性に沿って、次年度以降に策定

するアクションプログラムとしての「長寿命化計画」につなげていきます。 

  

施設類型ごとに個別施設計画（長寿命化計画）を策定 

個別施設計画を推進（計画に基づき施設を維持管理し、長寿命化を推進） 

施設の健全性確保のための仕組み作り（点検基準等の整備、点検結果の収集・蓄積・活用の仕組み検討等） 
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 Ⅳ 長寿命化計画として位置付ける対象施設  

○ 原則として、延べ床面積が200㎡以上の鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）及び鉄骨造（Ｓ

造）の建物を対象とします。 

  1,357棟  1,918,075㎡  
    
   【構造別内訳】 

学校種別 
ＲＣ造 Ｓ造 

棟数 面積（㎡） 棟数 面積（㎡）

高 等 学 校 830 1,525,840 299 189,879

特別支援学校 208 193,365 20 8,991

計 1,038 1,719,205 319 198,870

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ これまでの大規模改造工事や耐震改修工事においては、原則として200 ㎡以上のＲＣ

造又はＳ造の建物を対象としています。（200 ㎡以上は、耐震対策を要するとした文部科

学省の基準） 

○ また、コンクリートブロック造及び木造の建物については、これまで大規模改造工事

や耐震改修工事の対象としてこなかったため、長寿命化には馴染まないと考えられます。 

○ 対象とする1,918,075 ㎡は、総数（約208 万㎡）の９割以上をカバーしています。 

「長寿命化計画」として位置付ける対象建物の建築年度別面積
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高等学校

県立学校　計 1,357棟

1,129棟
228棟特別支援学校 202,356㎡

1,918,075㎡

高　等　学　校 1,715,719㎡
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 Ⅴ 建物の目標使用年数  
  

 ○ 学校建物の法定耐用年数※9は、鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）は４７年、鉄骨造（Ｓ

造）は３４年となっていますが、これらは税法上定められているもので、建物の物理的

寿命を示すものではありません。 

○ 物理的な耐用年数に関する明確な基準はありませんが、文部科学省が作成した「学校

施設の長寿命化計画策定に係る手引（平成 27 年 4 月）」においては、（社）日本建築学

会の考え方を参考にして、鉄筋コンクリート造の物理的な耐用年数は、適切な維持管理

がなされコンクリート及び鉄筋の強度が確保される場合には７０～８０年程度、さらに、

技術的には１００年以上もたせるような長寿命化も可能であるとされています。 

 ○ 従来の使用年数６０年に、構造体への大きな影響を防ぐために必要な屋上防水及び外

壁改修の計画更新年数２０年程度を加え、「６０＋２０＝８０年」とすることが、維持

管理していく上で過不足なく効率的であると考えています。 

 （参考）主な工事部位ごとの計画更新年数 

「建築物のライフサイクルコスト(国交省監修)」抜粋 

    部位・部材（仕様等） 更新年数 

屋根（屋上防水） 20年 

外壁（複層仕上塗装） 15年 

内壁（せっこうボード、塗装仕上） 30年 

外部建具（アルミ製引違戸） 40年 
 

○ これらを総合的に判断し、目標使用年数を以下のとおり設定します。 

建物の構造 目標使用年数 

鉄筋コンクリート造、鉄骨造 ８０年 
 

○ また、これまで築６０年経過の建物について耐力度調査※10を実施してきましたが、

今後は、ＲＣ造の建物について事前にコンクリート圧縮強度調査※11により８０年使用

することが可能かを判断し、長寿命化計画に反映させます。 

                                                   
※9 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）」で定められています。 
※10 文部科学省が定めた国庫補助の基礎となる調査であり、１万点満点で4,500点を下回ると危険改

築として建替えに要する工事費が国庫補助の対象（高等学校は対象外）となります。構造耐力、

保存度、外力条件の調査を行い、客観的な老朽化の評価を行う調査で、主な調査項目は、コンク

リート圧縮強度・中性化深さ、鉄筋かぶり厚さ・腐食度、柱・梁・壁等のひび割れなどです。 
※11 コンクリートを円柱状に採取し、それに圧力を加えて破砕にいたるまでの強度を測定する調査で

す。なお、耐震対策において、この調査結果が13.5Ｎ／㎜2未満の建物については、補強による

耐震化が困難なことから、これまで建替えにより対応してきました。 
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 Ⅵ 改修周期  
  
○ これまでは、建物の使用年数の目安を６０年とし、その折り返しにあたる築３０年経

過を目途に「大規模改造工事」を実施してきました。 

  なお、平成１５年度以降は耐震対策を優先し、耐震改修工事の中で屋上防水や外壁改

修などに限定した改修を実施してきました。 

○ 今後も、「大規模改造工事」の実施を基本とし、築６０年経過を目途に築８０年まで

使用することを目的とした「長寿命化改修工事」を行います。 

○ 長寿命化改修工事の内容、コストについては、従来よりもライフサイクルコストを削

減することを前提に、築６０年経過の建物を対象としたモデル調査（改修提案書作成委

託）の結果を踏まえて今後検討します。 
 

【改修工事の単価と工事内容】  ㎡単価は、建替えに要するコストを「100Ａ」とした場合 

工 事 名 ㎡単価 
工事施工部位 

屋上防水 外壁改修 内装改修 設備改修 

大規模改造工事 20Ａ ○ ○ ○ ― 

大規模改造工事(簡易) ※12 10Ａ ○ ○ △一部 ― 

長寿命化改修工事 20Ａ±α ○ ○ （モデル調査の結果を踏

まえて、今後定めます。）

 
○ なお、今後新築する建物については、従来よりもライフサイクルコストを削減するこ

とを前提に、８０年間の使用を見据えて主要設備の更新期間を考慮し、予防保全の観点

を踏まえた改修周期を研究します。 
 

   【改修例】 

築20年 築40年 築60年 築80年 

改修工事 
長寿命化 

改修工事 
改修工事 建替え 

 

○ また、建替える場合、これまでは原則として既存の建物と同じ構造で建替えてきまし

たが、工期を短縮し、それにより学校運営上の負担を軽減できることから、今後は、鉄

筋コンクリート造（ＲＣ造）の建物については、特別な事情がある場合を除き、原則と

して鉄骨造（Ｓ造）により建替えます。 
 

                                                   
※12 耐震補強工事と併せて実施した工事です。内装改修については、特に劣化が著しい箇所やトイレ

改修などに限定して、大規模改造工事の単価の２分の１程度で実施しました。 
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「従来の考え方」と「長寿命化の考え方」の比較 

 

 

 

 

 

 

【維持、更新に係る事業費のイメージ】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 上記のグラフは、築６０年経過を目途に行う「長寿命化改修工事」を、築３０年経

過を目途に行っている「大規模改造工事」と同じとしました。また、築８０年での建

替えを、既設の建物と同じ面積のＳ造で建替えるものとしました。 

 

○ 建物の長寿命化により使用年数を延ばすことで、今後２０年程度は事業費の平準化を

図りつつ、従来の考え方よりも事業費を縮減することができます。 

○ 平成５２年度以降は、生徒急増期に建設した建物が築８０年を経過して建替えの時期

を迎えますが、将来推計における生徒数の減少を踏まえた適正な規模で改修又は建替え

を行うことにより、事業費を縮減していきたいと考えています。 
 

 

築３０年 築６０年

大規模改造工事 建替え

築３０年 築６０年 築８０年

大規模改造工事 長寿命化改修工事 建替え

従来の考え方
(築60年経過を目途に建替え)

長寿命化の考え方
(築80年経過を目途に建替え)
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の建物が築80年で建替え

Ｓ40年代後半～50年代前半
の建物が築80年で建替え

事

業

費
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【長寿命化による事業費の削減効果】 

○ 目標使用年数の延長、改修周期の変更及び原則としてＳ造により建替えることにより、

単年度あたりの投資額で２０％程度の削減効果があると考えられます。 
 
  ・従来の考え方 

（新築100Ａ／㎡＋大規模改造20Ａ／㎡）÷60年＝2.00Ａ／㎡・年 

  ・長寿命化の考え方 

（新築 90Ａ／㎡＋大規模改造20Ａ／㎡＋長寿命化改修20Ａ／㎡）÷80年 

＝1.63Ａ／㎡・年 

   ・削減効果 

   （2.00Ａ／㎡・年－1.63Ａ／㎡・年）÷2.00Ａ／㎡・年×100＝１８．５％／㎡・年 
   

※ 上記は、Ｓ造による建替えの単価を「90Ａ」、長寿命化改修工事の単価を「20Ａ」  

と仮置きした場合の機械的な試算です。 
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 Ⅶ 対策の優先順位の考え方  
 

○ 対策の優先順位の考え方については、安心安全の確保を最優先とするなど、先に記載

した「長寿命化計画の策定における視点」の考え方に沿って、建物単位で優先順位を考

えていきます。 

○ 目標使用年数を８０年とする際の過渡期にあたる現状の建物については、建築年数及

びこれまでの耐震対策や大規模改造工事の実施状況により、以下のとおりグループ分け

することができますので、グループに優先順位を付けて実施計画を作成していきます。 

  なお、⑥グループについては、長寿命化計画の対象施設としては位置付けないことと

しましたので、建物ごとに個別の対策を検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

≪現状の建物のグループ分け≫

0 60年

建築後経過年数

大
規
模
改
造
工
事
の
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実
施
済

未
実
施

30年

新耐震基準 旧耐震基準

⑥ ２００㎡未満の小規模建物等
（耐震対策及び大規模改造工事の対象外としてきた建物）

⑤ ２００㎡以上の

今後３０年を迎える建物

① 築60
年以上
経過の
建物② 耐震対策不要の建物

（Ａランク）

④ 30年

以上経

過建物

② 要耐震対策の建物
（Ｂ、Ｃランク）

③ 耐震対策

不要の建物
（Ａランク）
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【グループ別の優先順位】 

○ 築３０年以上が経過し、大規模な改修が未実施となっている建物のうち旧耐震基準で、

耐震対策不要の建物（③グループ）を最優先とし、大規模改造工事を実施していきます。 

  なお、③グループのうち特に老朽化が著しい３４棟については、長寿命化計画の策定

に先立ち、平成２９年度から３１年度までの３年間で大規模改造工事を実施する予定と

しています。 

○ 次に、築６０年以上経過の建物（①グループ）を優先とし、事業費の平準化を踏まえ

ながら、将来推計における生徒数の減少を踏まえた適正規模で長寿命化改修工事を実施

していきます。 

なお、コンクリート圧縮強度調査の結果、長寿命化することが困難と判断した建物に

ついては、安全性に鑑み、建替えを含め対応を検討していきます。 

 

【グループ内又は学校内の優先順位】 

○ 建築時期の古い建物を優先することを基本とし、個々の建物の劣化の状況も考慮しな

がら優先順位を付けていきます。 

○ なお、建築年次が同じ場合、改修工事にあっては学校運営に欠かせない中枢の設備が

設置されている「管理棟」を最優先します。 

  また、建替えにあっては、児童生徒が最も長い時間を過ごす「普通教室棟」を最優先

します。 

 

【上位計画との整合性】 

○ 高等学校においては平成２８年２月に策定した「県立高等学校教育推進実施計画（第

１期※13）」、特別支援学校（盲学校、聾学校を含む。以下同じ。）においては平成２６年

３月に策定した「愛知県特別支援教育推進計画（愛知・つながりプラン）」の内容（次

期計画が策定された場合はその内容）に沿って、優先順位を見直すなどして、手戻りや

過大な投資を避けるとともに効率化を図りながら長寿命化計画を作成します。 

                                                   
※13 平成27年3月に策定した「県立高等学校教育推進基本計画（高等学校将来ビジョン）」に基づき、

平成31年度まで（第1期）を目標とする具体的な内容を示したものです。 



- 16 - 
 

 ただし、以下の対策については、長寿命化計画とは別に、平成２９年度から事業を実施して

いきます。 

○ 体育館以外の吊り天井の耐震対策については、平成３４年度までの完了を目指します。 

  【体育館以外の吊り天井】 

 区 分 対象棟数 対策内容 

高 等 学 校 武道場 127
吊り天井を撤去するとともに、照

明器具補強、ガラス飛散防止フィル

ム貼付及びバスケットゴール補強

（遊戯室）を行います。 

特別支援学校 
遊戯室 3

温水プール 4

計 134
   

  なお、これ以外の内外装材（モルタル、仕上げボード等）や設備機器（放送設備、設

備配管等）の脱落防止などの非構造部材の耐震対策については、老朽化対策と関連性が

高いため、長寿命化計画に沿った改修工事の中で対応していきます。 

○ 冷房設備が未設置となっている全ての特別支援学校の普通教室及び特別教室につい

て、平成３２年度までの完了を目指して計画的に整備していきます。 

 なお、高等学校については、図書室やコンピューター教室など一部の特別教室を除き、

原則として公費による設置は行っていませんが、多くの学校ではＰＴＡが主催する夏休

み中などの補習授業の実施に際して、ＰＴＡによりエアコンが設置されています。冷房

設備の設置のあり方については、学校ごとに使用実態等が異なることから他県の状況な

ども参考にしながら研究していきます。 

○ 肢体不自由特別支援学校における洋式化を始めとしたトイレ改修については、平成３３

年度までの完了を目指して、統一仕様により計画的に整備していきます。 

なお、肢体不自由以外の特別支援学校及び高等学校におけるトイレ改修については、

長寿命化計画に沿った改修工事の中での対応を基本とし、洋式トイレの設置状況や児童

生徒の実態などを踏まえ、早期に対策が必要な学校については、引き続き個別に対応し

ていきます。 
 
【トイレの設置状況】      平成28年5月現在 

学校種 
トイレ 

洋式化率 

多目的トイレ 

設置校の割合 

高 等 学 校 36.0％ 68.0％ 

特別支援学校 62.2％ 46.4％ 

計 39.1％ 64.6％ 

   ※ トイレ洋式化率＝洋式便器の数／便器の総数（小便器を除く。） 
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○ 全ての特別支援学校（寄宿舎を含む。）について、平成２９年度に「防犯カメラ」を

設置します。 

○ 全ての聾学校について、平成３０年度までに緊急地震速報や火災報知機と連動した光

による「緊急通報装置」を整備します。 

 

また、改修等にあたっては、以下の内容についても配慮していきます。 

○ 高等学校においては、平成２７年３月に策定した「県立高等学校教育推進基本計画（高

等学校将来ビジョン）」の考え方に沿って、ＩＣＴ教育環境の整備やプレゼンテーショ

ンルームの設置に努めます。 

○ 特別支援学校において過大化による教室不足が解消された場合は、教室に転用してい

た部屋を本来の機能に戻し、児童生徒の学習環境や教職員の執務環境の改善を図ります。 

○ 平成６年１０月に制定した「人にやさしい街づくりの推進に関する条例」に沿って、

階段等の手摺り、スロープ、エレベーターなどの整備を引き続き推進します。 

○ 蛍光灯や水銀灯のＬＥＤ化を検討するなど、「エコ関連の環境整備」を推進します。 

○ 「あいち木づかいプラン※14」の基本方針に沿って、県産木材による内装等の木質化

を推進します。  

                                                   
※14 公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成22年法律第36号）第8条第1項の

規定に基づく県の方針として、県産木材利用促進に向けた基本方針及び取組計画を定めたもので

す。 
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 Ⅷ 学校の配置計画  
 

１ 施設の数（学校の統廃合、新設）  

○ これまで、高等学校については、生徒数の減少に伴い平成１４年６月から平成１９

年１１月にかけて順次策定した「県立高等学校再編整備実施計画（第1期～第2期2次

分）」に沿って平成１６年度以降、統廃合を実施してきました。 

一方、特別支援学校においては、「愛知県特別支援教育推進計画（愛知つながりプラ

ン）」の方針に沿って、児童生徒数の増加に伴う教室不足を解消するため新設校の設置

を進めています。 

○ 引き続き、高等学校においては「県立高等学校教育推進実施計画」を、特別支援学

校においては「愛知県特別支援教育推進計画（愛知・つながりプラン）」を上位計画

とし、その方針に沿って施設総量の適正化を進めていきます。 
 
 
 

【高等学校の施設規模に関わる中学校卒業者数等の推移】 

年 度 
Ｓ63 

（ピーク） 

Ｈ18 
（ボトム） 

Ｈ28 
（現在） 

Ｈ41 
（見込み） 

中学校卒業者数 116,450人 68,460人 73,278人 約65,000人 

ピーク時を100とした

場合の中卒者数 100.0 58.8 62.9 55.8 

全日制募集学級数 

（1校あたり） 

1,403学級 

（8.9） 

953学級 

（6.4） 

1,025学級 

（7.0） 

約900学級 

 

余裕教室数 

（1校あたり） ― ― 

647教室 

（4.3） 

約950教室 

 

  

○ なお、上位計画や将来推計が更新された際には、その内容を踏まえ必要に応じて長

寿命化計画を見直します。 

 

  

参考資料 ２ 
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２ 学級数の減少に伴う建物の減築等 

○ 高等学校においては、生徒数の減少に伴い、平成４１年度の余裕教室は９５０教室

程度に拡大する見込みです。 

今後は、余裕教室を有効活用するなど、学習内容、学習形態に応じて新たに必要と

なる教室を確保しながら、余剰となるスペースは改修の対象から除外し、建替える際

には減築することで、効率性を高めながら施設規模の適正化を図っていきます。 

○ また、校舎の建替えにあたっては、法令や周辺環境にも配慮しながら低層階の校舎

を集約して敷地の有効活用を図っていきます。 

  ○ 高等学校のプールについては、昭和５７年３月までは水泳の授業が必修で行われて

いましたが、学習指導要領の改訂により昭和５７年４月以降は選択授業となったため、

現在は学校ごとに使用頻度が異なり、中には部活動のみの使用や全く使用していない

学校もあるため、使用実態等を踏まえてあり方について検討していきます。 
 

（参考）高等学校におけるプール利用状況           平成27年度現在 

プールが設置されている学校 
147校（98.7％） 

設置無
2校 

 

現在使用している学校 
111校（74.5％） 

使用していない 
36校（24.2％） 

 

授業及び部活動で使用 
95校（63.8％） 

授業のみ
11校 

(7.4％)

部活のみ
5校 

(3.3％)
  

 

 



平成27年4月1日現在県立学校建物の建築年代別の総保有面積

21,031 
48,278 

192,956 

261,246 

517,496 

336,616 

234,284 

129,063 

32,078 26,720 19,029 25,500 21,267 

4,602 

16,418 

15,259 

31,711 

43,825 

38,758 

12,633 

17,528 
3,768 

7,564 
8,618 9,869 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

Ｓ20年代以前

(～S29)
Ｓ30年代前半

(S30～34)
Ｓ30年代後半

(S35～39)
Ｓ40年代前半

(S40～44)
Ｓ40年代後半

(S45～49)
Ｓ50年代前半

(S50～54)
Ｓ50年代後半

(S55～59)
S60～H元年 Ｈ2～6年 Ｈ7～11年 Ｈ12～16年 Ｈ17～21年 Ｈ22年以降

特別支援学校

高等学校

㎡
県立学校　計 3,222棟

2,828棟
394棟

2,076,117㎡

高　等　学　校 1,865,564㎡
特別支援学校 210,553㎡

建築年度

昭和40年代～50年代の建物 1,479,195㎡

全体の７１．２％

築30年以上（S59年度以前）

　　　　　全体の８４．９％

　　　　　1,762,480㎡

参考資料 １



昭和62～平成18年度・・・ 毎年5月1日学校基本調査による。
平成19年度・・・・・・・ 19年5月1日県教委調査による。
平成20～28年度・・・・・ 19年5月1日県教委調査小中学校在籍児童・生徒数

を

（現在の学年） 中３ 中２ 中１ 小６ 小５ 小４ 小３ 小２ 小
高校への入学年度

78,502

60,779

81,168

106,687
105,506

98,968

85,179

78,267

74,631

71,008

68,936

69,057

69,091

69,185

75,120

75,201

76,863

80,050

83,981

85,722

92,758
92,140

82,584

102,115
105,931

106,163

110,155

115,424

116,450
115,980

111,013

103,159

97,795

92,991

91,045

85,881

82,622

80,181
79,161

81,414

79,378

76,660

74,289
73,775

72,086

69,254

68,460

68,662

69,475

69,685

72,449

70,681

72,411

72,932

74,427

73,625

73,336

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

中
卒
者
数

中学校卒業者の推移及び今後の見込み（平成28年5月現在）

中卒者数

昭和35～平成28年度・・・中学校卒業者数の実績（毎年5月1日学校基本調査）

平成29年度～・・・小中学校在籍児童・生徒数又は出生数を基にした推計

高校への入学年度
（現在の学年） 中３ 中２ 中１ 小６ 小５ 小４ 小３ 小２ 小１

第１次ベビーブーム期に出生した子
Ｓ22年（1947）～ 24年生れ

ひのえうま
S41年生（1966）

第２次ベビーブーム期に出生した子
Ｓ46年（1971）～ 49年生れ（1974）

参考資料 ２


